
    千葉県一般競争入札公告 建不第１０４号の２０８ 

 

千葉県総合リハビリテーションセンター建築工事（第 2 期）の一般競争入札

の実施について 

 

 

 次のとおり一般競争入札に付する。 

  令和８年１０月２日 

千葉県知事  熊 谷  俊 人   

１ 入札に付する事項 

（１）工事名 千葉県総合リハビリテーションセンター建築工事（第2期） 

（２）工事場所 千葉市緑区誉田町 

（３）工期 令和１３年６月３０日限り（工事着手期限日 令和９年６月１日） 

（４）工事の概要 

千葉県県有建物長寿命化計画における、「県有建物の整備計画」に基づき、既存施

設の現地建て替え工事を行う。 

新築工事〔構造・規模〕 

・居住棟 鉄筋コンクリート造５階建て 延べ面積 １８，２２９．９３㎡ 

解体工事〔構造・規模〕 

・本館棟、中央棟（既存）鉄筋コンクリート造４階建て 

延べ面積 １４，０９２．６８㎡ 

・仮設渡り廊下（既存）木造 平家建て 延べ面積 ２４４．０５㎡ 

上記建築物に係る建築工事及び周辺外構工事一式 

（５）主要資材 鉄骨:３２２t、鉄筋:２，７０５t、コンクリート:１６，０１７㎥、 

アルミニウム製建具:２８６か所 

この公告は、令和８年１０月２日付け千葉県報に登載された公告と同一内容である。この公告

は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用を受ける調達である。 



（６）予定価格 落札者決定後、公表する。 

（７）入札方式 この工事は、入札参加資格の審査を入札執行後に行う方式（事後審査

Ⅱ型）により入札を執行する工事である。 

   また、入札書及び工事費内訳書の提出時に、技術力等の価格以外の評価を行うた

めに必要な資料（以下「技術資料」という。）を受け付け、価格以外の要素と価格と

を総合的に評価して落札者を決定する総合評価方式の対象となる工事である。 

（８）その他 

  ア この工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律

第１０４号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が

義務付けられた工事である。 

  イ この工事は、資料の配布、申請書及び資料の提出、入札を電子入札システムで 

   行う対象工事である。 

ウ この工事の積算基準の適用は営繕（千葉県公共建築工事積算基準）である。 

エ この工事はその履行に数年度を要するものとして地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２１２条第１項の規定により継続費が設定されているが、令和８年

度の年割額が定められていないため、当該年度には前払金等の支払請求をするこ

とができない。 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

  この工事は、特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）の各構成員が

一体となって工事を施工する共同施工方式で施工するものとし、入札に参加する者に

必要な資格は、次のとおりとする。 

（１）共同企業体の結成に必要な資格に関する事項 

  ア 共同企業体の構成員は、２者又は３者とする。 

  イ 共同企業体の代表者（以下「代表者」という。）は、当該共同企業体の構成員の

うち、最大の施工能力を有するものであること。 

  ウ 代表者の出資比率は、当該共同企業体の構成員のうち、最大の出資比率である

こと。 



  エ 共同企業体の構成員のうち、最小の出資者の出資比率は、２者で構成する共同

企業体のときは３０パーセント以上、３者で構成する共同企業体のときは２０パ

ーセント以上であること。 

  オ 共同企業体の各構成員は、共同企業体協定書を締結しなければならない。 

  カ 共同企業体の構成員は、当該工事に係る他の共同企業体の構成員を兼ねること

ができない。 

  キ 千葉県経常建設共同企業体取扱要綱（平成７年１１月７日制定）に基づき資格

者名簿に登載された経常建設共同企業体は、共同企業体の構成員になることはで

きない。 

（２）共同企業体の構成員に必要な資格に関する事項 

  ア 千葉県における建築一式工事に係る入札の参加資格に関する審査を受け、資格

を有すると認められていること。 

  イ 建築一式工事について、建設業法（昭和２４年法律第１００号）に定める特定

建設業の許可を受けてから３年以上の営業実績のある者で、千葉県建設工事請負

業者等指名停止措置要領（昭和６０年４月５日制定）に基づく指名停止措置を、

この工事の一般競争入札参加資格確認申請書の提出期限日から落札決定までの

間、受けていないものであること。 

  ウ 代表者は、過去１５年間（平成２３年４月１日から令和８年１０月２日まで）

に、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造で、１棟の工事対

象となる延べ面積が９，１００㎡以上の病院の新築又は増築に係る建築一式工事

を元請として施工した実績（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率２０

パーセント以上の場合のものに限る。）があること。 

  エ 建築一式工事に係る経営事項審査の総合評定値（一般競争入札参加資格確認申

請書の提出時において有効なものに限る。）が９９８点以上であること。ただし、

官公需適格組合である事業協同組合にあっては、千葉県建設工事等入札参加業者

資格者名簿に登載された建築一式工事に係る客観点数が９９８点以上であるこ

と。 

  オ 一級建築士又は１級建築施工管理技士の資格を有する者をこの工事に配置でき

るものであること。また、代表者は、一級建築士又は１級建築施工管理技士の資



格を有する者で、監理技術者資格者証を有する者をこの工事に配置できるもので

あること。 

  カ この工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面にお

いて関連がある建設業者でないこと。 

  （ア）この工事に係る設計業務等の受託者 

    商号 株式会社山下設計 

    所在地 東京都中央区日本橋小網町６番１号 

  （イ）当該受託者と資本又は人事面において関連がある建設業者 

    ａ 当該受託者の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又は

その出資の総額の１００分の５０を超える出資をしている建設業者 

    ｂ 建設業者の代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を兼ね

ている場合における当該建設業者 

  キ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ない者であること。 

  ク 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者でないこ

と。 

  ケ この工事の入札日から起算して６箇月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した

者でないこと。 

  コ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが行

われている者にあっては、同法に基づく裁判所の更生手続開始決定が行われてい

ること。 

  サ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが行

われている者にあっては、同法に基づく裁判所の再生手続開始決定が行われてい

ること。 

３ 総合評価に関する事項 

（１）総合評価の方法 



  ア 評価方式は、標準型とする。 

  イ 「標準点」を１００点とし、「加算点」の最高点を５０点とする。 

  ウ 「加算点」の算出方法は、（２）アの表の評価項目に基づき評価を行った結果得

られた「評価点の合計値」が、入札参加者のうち最も高い者に５０点の「加算

点」を与える。その他の者は「評価点の合計値」に応じ按
あ ん

分して求められる点数

を「加算点」として与える。 

  エ 価格及び価格以外の要素による総合評価は、入札参加者の「標準点」とウによ

って得られる「加算点」との合計を、当該入札者の入札価格で除して得た数値

（以下「評価値」という。）をもって行う。 

（２）価格以外の評価点の算定方法 

  ア 価格以外の評価点を算定する評価項目及び評価基準 

評 価 項 目 配点 評 価 基 準 評価点 

（１）技術提案（個別テーマの施

工計画） 

 躯体（基礎を含む）又は地業に

関する具体的な提案について 

１２点 １０点 課題に対して、現地条件を踏ま

えており適切で優れている。 

１０点 

課題に対して、現地条件を踏ま

えており適切で良好である。 

５点 

 

課題に対して、現地条件を踏ま

えており適切である。 

０点 

２点 総合的な観

点から評価 

総合して優れる。 ２点 

総合して可。 ０点 

不適切である（白紙、不提出又は法令違反の記載）。 無効 

（２）技術提案（社会的要請） 

特別な安全対策に関する具体的

な提案について 

１２点 １０点 課題に対して、現地条件を踏ま

えており適切で優れている。 

１０点 

課題に対して、現地条件を踏ま

えており適切で良好である。 

５点 



 

課題に対して、現地条件を踏ま

えており適切である。 

０点 

２点 総合的な観

点から評価 

総合して優れる。 ２点 

総合して可。 ０点 

不適切である（白紙、不提出又は法令違反の記載）。 無効 

（３）工事全般の施工計画 

環境対策に関する具体的な提案

について 

１２点 １０点 課題に対して、現地条件を踏ま

えており適切で優れている。 

１０点 

 

課題に対して、現地条件を踏ま

えており適切で良好である。 

５点 

 

課題に対して、現地条件を踏ま

えており適切である。 

０点 

２点 総合的な観

点から評価 

総合して優れる。 ２点 

総合して可。 ０点 

不適切である（白紙、不提出又は法令違反の記載）。 無効 

 

  イ 公告に記載した評価項目に対して、提案項目及び提案項目に対する具体的な提

案内容を記述すること。ただし、１つの評価項目に対する提案項目は３項目とす

る。 

なお、（２）及び（３）の提案項目として以下の項目については、必ず記載する

こと。 

（２）の提案項目 

①山留めの設置、撤去又は設置期間中の維持管理に係る特別な安全対策に関
する具体的な提案 

（３）の提案項目 



①解体工事及び新築工事における騒音の低減対策に関する具体的な提案 

②解体工事及び新築工事における振動の低減対策に関する具体的な提案 

③解体工事及び新築工事における土砂の飛散又は流出の抑制対策に関する具
体的な提案 

      ※解体工事と新築工事それぞれ又は全工事期間に係る提案を評価する。 

ウ 提案項目は、記載の順に①から③までの通し番号を付けること。（２）の提案項

目に係る指定提案項目は①の番号に、（３）の提案項目に係る指定提案項目は、①

から③の番号に記載すること。 

エ 具体的な提案は、番号①から③までの提案項目までとし、これを超えた提案項

目は評価対象としない。ただし、評価対象とならなかった提案（施工不可と判断

されたものを除く。）についても履行義務は負うものとする。 

オ 必要に応じ、提案内容を補完する説明図表等を添付することができる。 

カ 「千葉県総合評価方式技術資料作成の手引き」に規定する様式第１６号の１技

術提案書（標準型）及び様式１６号の２施工計画書（標準型）を使用すること。 

キ １つの評価項目につき、説明図表等を含めＡ４用紙２頁以内とする。 

ク 上記に定めのない事項に関する評価点の算定に当たっては、「千葉県総合評価方

式ガイドライン（令和８年４月）」に基づき行うものとする。 

（３）評価内容の担保 

   「技術提案」及び「工事全般の施工計画」に記載された内容について、履行状況

に関する検査を行う。 

   受注者の責めにより評価内容が満足できない場合は、工事成績評定を減ずる。こ

の場合の減点は、考査項目「法令遵守等」の総合評価による減点として３点減ずる

ものとする。 

   なお、履行状況が特に悪質と認められる場合は、指名停止措置を行う。 

４ 入札及び開札の日時、場所等 

  入札参加者は、入札書を所定の期日内に提出すること。 

（１）入札書受付期間 



   令和８年１１月１６日（月曜日）午前９時から１７日（火曜日）午後５時までに

電子入札システムにより提出すること。郵送（書留郵便に限る。以下同じ。）による

場合は、同日午後５時を受領期限とする。なお、電報又はファクシミリによる入札

は、認めない。 

（２）郵送による場合の入札書の提出場所 

   〒２６０－８６６７ 千葉市中央区市場町１番１号 千葉県県土整備部建設・不

動産業課入札契約室 電話０４３（２２３）４３０９ 

（３）開札日時（１回目） 

   令和８年１２月９日（水曜日）午後２時に電子入札システムにより行う。 

（４）落札者決定通知日（予定） 

   令和８年１２月２４日（木曜日） 

   ただし、入札参加資格の事後審査の手続により延期する場合がある。 

５ 共同企業体入札参加資格審査申請及び協定書に関する事項 

  この工事の入札に参加を希望する者は、特定建設工事共同企業体入札参加資格審査

申請書及び特定建設工事共同企業体協定書を持参により提出し、資格者名簿に登載さ

れなければならない。 

（１）提出期間等 

  ア 期間 令和８年１１月５日（木曜日）から９日（月曜日）まで 

  イ 時間 午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

  ウ 場所 ４（２）に示す場所 

  エ 提出部数 共同企業体の構成員が２者の場合は４部、３者の場合は５部 

  オ 協定書の編冊は袋とじとし、共同企業体の構成員の印鑑をもって、割印するこ

と。 

（２）資格者名簿への登載通知 

   令和８年１１月１３日（金曜日）に郵便をもって通知する。 



６ 入札参加資格の確認等 

  この工事の入札に参加を希望する者は、一般競争入札参加資格確認申請書及び関係

資料（以下「資格確認資料」という。）を下記により提出し、入札参加資格の確認を受

けなければならない。 

  なお、提出期間以降における資格確認資料の差し替え及び再提出は、認めない。 

（１）電子入札システムを利用する者は、令和８年１１月１０日（火曜日）午前９時か

ら１２日（木曜日）午後５時まで（千葉県の休日に関する条例（平成元年千葉県条

例第１号）第１条に規定する県の休日（以下「県の休日」という。）を除く。）に資

格確認資料を電子入札システムにより提出すること。 

（２）電子入札システムを利用できない者は、資格確認資料を郵送又は託送（書留郵便

と同等のものに限る。以下同じ。）により提出すること。 

  ア 提出期間 令和８年１１月１０日（火曜日）から１２日（木曜日）まで（同日

午後５時までに必着のこと。） 

  イ 提出場所 ４（２）に示す場所 

  ウ 提出部数 ２部（電子データを収納したＣＤ－Ｒ等の記録媒体を併せて提出す

ること。） 

（３）資格確認資料の様式 

   千葉県県土整備部建設・不動産業課のホームページからダウンロードして用いる

こと。 

（４）競争参加資格確認通知書の発行 

   令和８年１１月１３日（金曜日）に電子入札システムにより通知する。ただし、

電子入札システムを利用できない者に対しては、同日付けで郵便をもって通知す

る。 

   なお、この手続については、事後審査Ⅱ型において、入札に参加するための処理

として通知するものであり、入札参加資格を確認するものではない。 

７ 技術資料の提出 

  この工事の入札に参加を希望する者は、技術資料を下記により提出しなければなら



ない。 

  なお、提出期間以降における技術資料の差し替え及び再提出は、認めない。 

（１）電子入札システムを利用する者は、令和８年１１月１６日（月曜日）午前９時か

ら１７日（火曜日）午後５時までに技術資料を電子入札システムにより提出するこ

と。 

（２）電子入札システムを利用できない者は、技術資料を郵送又は託送により提出する

こと。 

  ア 提出期間 令和８年１１月１６日（月曜日）から１７日（火曜日）まで（同日

午後５時までに必着のこと。） 

  イ 提出場所 ４（２）に示す場所 

  ウ 提出部数 ２部（電子データを収納したＣＤ－Ｒ等の記録媒体を併せて提出す

ること。） 

（３）技術資料の様式 

   千葉県県土整備部建設・不動産業課のホームページからダウンロードして用いる

こと。 

８ 契約条項等を示す場所 

  この工事に係る入札説明書、契約書案、特定調達契約入札約款、設計図面及び仕様

書（以下「入札説明書等」という。）の縦覧及び交付を次のとおり行う。 

（１）縦覧期間 令和８年１０月２日（金曜日）から１１月１３日（金曜日）まで（県

の休日を除く。） 

（２）縦覧時間 午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

（３）縦覧場所 〒２６０－８６６７ 千葉市中央区市場町１番１号 千葉県県土整備

部営繕課 電話０４３（２２３）３４５１ 

（４）縦覧の申込み 入札説明書等の縦覧を希望する者は、電話等で申し込むこと。希

望日を考慮して、縦覧日時を指定する。 

（５）入札説明書等の交付 希望者に、次により入札説明書等を無償で交付する。ただ



し、希望者は未使用のＣＤ－Ｒ等を持参し、入力済みＣＤ－Ｒと交換する。 

  ア 申込先及び交付場所 （３）に示す場所 

  イ 申込方法 希望者は、令和８年１０月２日（金曜日）から１１月１３日（金曜

日）まで（県の休日を除く。）に、電話により申し込むこと。 

  ウ 交付期間 令和８年１０月２日（金曜日）から１１月１３日（金曜日）まで

（県の休日を除く。） 

  エ 交付時間 午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

（６）入札説明書等に対する質問 入札説明書等に対する質問は、次によること。な

お、質問に対する回答は、令和８年１１月６日（金曜日）午後５時までにちば電子

調達システムの入札情報サービスに掲載して行う。 

  ア 質問方法 入札説明書等とともに配付された様式により質問に関する書類を作

成した上、電子メールにより提出することとする。 

  イ 提出期限 令和８年１０月１６日（金曜日）午後５時まで 

  ウ 提出先 eizen7@mz.pref.chiba.lg.jp 

９ 入札保証金及び契約保証金 

（１）入札保証金 免除 

（２）契約保証金 納付。ただし、利付国債若しくは千葉県債の提供又は金融機関若し

くは保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、

公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場

合は、契約保証金の納付を免除する。 

１０ 入札書の金額 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相

当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１

１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

１１ 工事費内訳書の提出 



（１）入札に際し、工事費内訳書を電子入札システム（ファイル容量は、３．０ＭＢ以

内に収めること。）又は郵送若しくは託送により提出すること。また、再度入札を行

う場合も、再度入札の額に応じた工事費内訳書を添付すること。 

   なお、工事費内訳書には、原則として、県の定めた様式を使用するものとする。

ただし、同様式に準じた独自の様式を用いることができるが、この場合は次の事項

が記載されていることを要する。 

  ア 入札参加者名、工事名及び工事場所 

  イ 工事費の内訳となる各項目に対応した数量、単位、単価及び金額 

  ウ 記載を要する項目については、次の表のとおりとする。なお、記載を要する項

目に加え、更に項目の詳細を記載することは、差し支えないものとする。 

積算基準の適用 記載を要する項目 

営繕 細目別内訳まで 

下水（土木を除く） 細別内訳まで 

上記以外 細別（新土木工事積算大系の工事工種体系における

細別）まで 

（２）工事費内訳書に千葉県発注工事の入札における工事費内訳書取扱要領（平成２７

年３月１１日制定）第５条各号に掲げる重大な不備がある場合は、入札を無効とす

る。 

１２ 調査基準価格 

  この工事は、低入札価格調査制度が適用される工事であることから、調査基準価格

を設定する。 

１３ 落札者の決定方法 

  次の各要件に該当する者のうち、総合評価の方法によって得られた評価値の最も高

い者（以下「落札候補者」という。）の入札参加資格を審査し、資格のあることが確認

できた者を落札者とする。なお、審査の結果、資格がないことを確認した場合、当該

落札候補者を落札者とせず、次順位者を新たな落札候補者として順次入札参加資格の

審査を行い、資格のあることが確認できた者を落札者とする。 

（１）入札価格が、千葉県財務規則（昭和３９年千葉県規則第１３号の２）第１０９条



の規定により作成された予定価格の制限の範囲内であること。 

（２）評価値が、標準点を予定価格で除した数値を下回らないこと。 

１４ 低入札価格調査 

（１）いずれかの入札者の入札価格が調査基準価格を下回る場合は、落札者の決定を保

留とし、調査を実施した上で、後日落札者を決定する。入札者にはその決定の通知

をする。 

（２）建設工事等低入札価格調査実施要領第２条第１２号に規定する第１順位者であっ

ても、入札価格が調査基準価格を下回る場合は、必ずしも落札者とならない場合が

ある。 

（３）調査基準価格を下回る価格をもって入札した者（以下「低価格入札者」という。）

は、事後の事情聴取等の調査に協力しなければならない。なお、第１順位者でない

者についても当該調査を実施する場合があり、当該調査に協力しない者のした入札

は、無効とする。 

（４）低価格入札者は、開札日の翌日から起算して５日目（この期間に休日が含まれる

場合にあっては、その休日の日数は、この期間に算入しない。）の低入札価格調査の

実施者が指定する時刻までに、指示された書類を作成し提出しなければならないこ

と。なお、第１順位者でなくとも提出しなければならず、規定の期限までに提出し

ない者は入札を無効とすること。ただし、低入札価格調査の実施者から低入札価格

調査を中止する旨の通知があった場合はこの限りではないこと。 

（５）調査の結果、「価格失格判定基準以外の失格判定基準」に該当する場合は、当該低

価格入札者のした入札を失格とする。なお、この工事においては、「価格失格判定基

準」は定めないこととする。また、入札に際して提出する工事費内訳書は、調査の

資料として使用する。 

１５ 入札の無効 

  この公告に示した入札参加資格のない者の提出した入札書、資格確認資料に虚偽の

記載をした者の提出した入札書その他入札に関する条件に違反した入札書は、無効と

する。なお、入札参加資格を確認された者であっても、確認後、指名停止措置を受

け、入札時において指名停止期間中である者は、入札に参加できない。 



１６ 技術者の配置 

（１）技術者の資格確認 

   落札者は、建設業法第２６条第１項に規定する主任技術者又は同条第２項に規定

する監理技術者をこの工事に配置すること。この主任技術者又は監理技術者は、入

札申込日以前において、３箇月以上継続して、落札者と直接的な雇用関係にあるこ

とが必要である。 

   なお、主任技術者等選任通知書の提出時には、通知書に記載された技術者が建設

業法第２６条第１項に規定する主任技術者又は同条第２項に規定する監理技術者で

あることの確認を行う。 

（２）技術者を配置できなくなった場合 

   入札から落札決定までの間に、他工事の落札等の理由により主任技術者又は監理

技術者を配置できなくなった場合は、開札の日（１回目）から起算して５日（県の

休日の日数は、算入しない。）以内に書面により申し出ること。この場合において、

申出をした入札参加者の入札は無効となる。 

   なお、主任技術者又は監理技術者を配置できなくなったにもかかわらず、この申

出をしなかった入札参加者に対しては、千葉県建設工事請負業者等指名停止措置要

領に基づき、指名停止の措置を行うことがある。 

（３）建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者の配置は、認め

ない。 

１７ 工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する情報の通知 

  落札者は、建設業法第２０条の２第２項の規定により、工期又は請負代金の額に影

響を及ぼす事象が発生するおそれがあると認めるときは、落札決定から請負契約を締

結するまでに、発注者に対して、その旨を当該事象の状況の把握のため必要な情報と

併せて通知すること。 

  なお、通知書の様式は、千葉県県土整備部建設・不動産業課のホームページからダ

ウンロードして用いること。 

１８ 苦情等の申立て 



（１）この工事の入札において落札候補者となったが資格がないとされた者は、その理

由について、落札決定通知日から起算して７日（県の休日の日数は、算入しない。）

以内に、書面により千葉県県土整備部建設・不動産業課長に説明を求めることがで

きる。この場合において、千葉県県土整備部建設・不動産業課長は、その日から起

算して３日（県の休日の日数は、算入しない。）以内に書面で回答する。 

（２）この工事の入札において落札者にならなかった者は、その理由について、総合評

価方式の評価調書を公表した日から起算して７日（県の休日の日数は、算入しな

い。）以内に、書面により千葉県県土整備部営繕課長に説明を求めることができる。

この場合において、千葉県県土整備部営繕課長は、説明を求められた日から起算し

て５日（県の休日の日数は、算入しない。）以内に書面で回答する。 

（３）再苦情の申立てについては、政府調達に関する苦情の処理手続（平成８年３月２

５日制定）によるものとする。 

１９ その他 

（１）資格確認資料及び技術資料の作成説明会は、実施しない。 

（２）現場説明会は、実施しない。 

（３）資格確認資料のヒアリングは、実施しない。ただし、記載内容が不明確で入札参

加資格を確認できない場合には、説明を求めることがある。 

（４）必要に応じて「技術提案」及び「工事全般の施工計画」に関するヒアリングを実

施する。 

（５）提出された資格確認資料及び技術資料を公表し、又は無断で使用することはしな

い。 

（６）工期は、事情により変更することがある。 

（７）入札参加者は、特定調達契約入札約款及び契約書案を熟読し、遵守すること。 

（８）落札者は、資格確認資料に記載した配置予定の技術者を当該工事の現場に配置す

ること。 

（９）低入札価格調査を受けた者との契約については、契約の保証の額を請負代金額の

１０分の３以上とする。 



（１０）低入札価格調査を受けた者との契約については、前払金の割合を請負代金額の

１０分の２以内とする。 

（１１）低入札価格調査を受けた者との契約については、その者が過去２年以内に竣
しゅん

工

した千葉県（地方公営企業及び各行政委員会を含む。）発注の工事等に関して、次に

該当する場合は、主任技術者又は監理技術者とは別に同一の資格を満たす技術者を

１名現場に配置することとする 。 

  ア ６５点未満の工事成績評定を受けた者 

  イ 発注者から工事完成検査等において補修（軽微な手直し等を除く。）の必要があ

ると認められた場合若しくは工事目的物の全部又は一部引き渡し後、契約不適合

（引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないも

の。）に起因し工事請負契約書に基づく補修（軽微な手直し等を除く。）又は代替

物の引渡しによる履行の追完請求、代金減額請求又は損害賠償を請求された者 

  ウ 品質管理等に関し、指名停止を受けた者 

  エ 自らに起因して工期を大幅に遅延させた者 

（１２）契約締結時期 

  ア この工事の契約は、千葉県県有財産及び議会の議決に付すべき契約に関する条

例（昭和３９年千葉県条例第２号）第２条に該当するもの（予定価格５億円以上

の工事又は製造の請負に係る契約）であり、千葉県議会の議決を要する。 

  イ 落札者の決定後、７日（県の休日の日数は、算入しない。）以内に仮契約を締結

しなければならず、議会の可決があったときに本契約として効力を生ずる。 

  ウ 本契約までの間に、地方自治法施行令第１６７条の４の規定による参加資格の

制限又は千葉県建設工事請負業者等指名停止措置要領による指名停止措置を受け

た場合には、仮契約後であっても契約を締結しない。 

（１３）契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（１４）２（２）アに掲げる認定を受けていない者も６により資格確認資料を提出する

ことができるが、落札決定において、当該資格の認定を受け、かつ、６の確認を受

けていなければならない。 



（１５）その他詳細は、入札説明書による。 

２０ 問合せ先 

  千葉県県土整備部建設・不動産業課 

  住所 千葉市中央区市場町１番１号 

  電話 ０４３（２２３）４３０９ 

２１ Summary 

（１）Dispersing Officer of the procuring entity: Toshihito Kumagai, Governor of Chiba 

Prefecture 

（２）Subject matter of the contract: Construction Works for the Chiba Prefectural 

Comprehensive Rehabilitation Center (Phase 2) 

（３）Deadline for the submission of the Joint Venture Bid Qualification Examination 

Application and Agreement: 5:00 P.M. 9 November 2026 

（４）Deadline for the submission of application forms for the qualification and relevant 

documents : 5:00 P.M. 12 November 2026 

（５）Deadline for the submission of technical reports : 5:00 P.M. 17 November 2026 

（６）Deadline for the submission of tenders by electronic bidding system: 5:00 P.M. 17 

November 2026 (tenders submitted by mail: 5:00 P.M. 17 November 2026) 

（７）Contact Information: Construction and Real Estate Industry Division, Land 

Development Department, Chiba Prefectural Government, 1-1 Ichiba-cho, Chuo-ku, 

Chiba City, Chiba Prefecture, 260-8667 Japan TEL 043-223-4309 


